介護保険制度の改善を求める意見書
平成12年にスタートした介護保険制度は、現在様々な問題を抱えている。

重い費用負担、１万５千人を超える特別養護老人ホーム入所待機者、サービス利用制限による「介護の取上げ」などが利用者に生活困難をもたらしている。

また、相次ぐ介護報酬の引下げによる経営難、厳しさを増す介護労働と深刻な人手不足は、在宅・施設など地域の福祉・介護の基盤を根底から揺るがしている。

新潟県内の介護労働者等で組織する全国福祉保育労働組合新潟地方本部が平成19年６月に実施した県内介護施設アンケート調査では、平成18年度中に退職者が生じた施設は特別養護老人ホームで９割、デイサービス施設で７割であり、このうち退職者の全員補充ができた施設は６割台にとどまり、「多くの施設が欠員状態のままや、部署間の職員のやりくりで運営している」と報告されている。

誰もが必要な介護サービスを利用できる「介護の社会化」の実現と、それを支える介護労働者が、専門性を高め、生き生きと働き続けられる環境整備が急務である。

よって、政府においては３年毎の介護報酬の改定時期となる平成21年４月に向けて、介護労働者の処遇をはじめとする介護保険制度の改善を図るために、次の事項が実現されるよう強く要望する。
記

１　介護報酬を引上げ、介護労働者の処遇改善と介護の人材を確保すること。
２　利用者のサービス制限を取止め、必要な介護サービスを保障すること。
３　以上の項目を実現するために、保険料や利用料を引上げるのではなく、介護保険に対する国の負担を大幅に増やすこと。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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